
　●　本減免制度の対象になる収入は、給与収入、事業収入（営業収入、農業収入など）、不動産収入及び
　　山林収入です。
　●　①、②の理由で減免申請をする場合は、申請書の他に次の資料が必要です。
　　　　　①　…　死亡診断書（主たる生計維持者が死亡した場合）・診断書（重篤な傷病を負った場合）
　　　　　②　…　廃業等届出書や事業主の証明等

はい　

いいえ

はい

いいえ

　世帯の主たる生計維持者が、事業等を廃止したり、失業しましたか。

はい　

いいえ一部減免

いいえ

本減免制度は対象外

　本減免制度の対象になる可能性があります。（減免を受けるには申請が必要です。）
　詳細は、ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞをご覧いただくか、高齢者支援課（℡：44-0326）へご確認ください。

【注意事項】

はい

　新型コロナウイルス感染症により、主たる生計維持者の令和３年中（令和３年１月１日
から令和３年１２月３１日）の事業収入等の減少が見込まれ、次の要件（ⅰ）～（ⅱ）まで
の全てに該当しますか。
（ⅰ）事業収入等のいずれかの減少額（保険金、損害賠償等により補填されるべき金額
　　　を控除した額）が、前年の当該事業収入等の額の１０分の３以上であること
（ⅱ）減少することが見込まれる事業収入等にかかる所得以外の前年の所得の合計額
　　　が４００万円以下であること

本減免制度は対象外

　主たる生計維持者の令和２年中（令和２年１月１日から令和２年１２月３１日）の「所得」
について、次のいずれかの所得がありますか？
　①　給与所得
　②　事業所得（確定申告または市県民税の申告が必要）

　③　不動産所得（確定申告または市県民税の申告が必要）

　④　山林所得（確定申告または市県民税の申告が必要）

　ただし、①～④の所得額が「０円」の場合は対象外です（減免額の計算をした場合、減
免額が０円になるため。）。

全額減免

新型コロナウイルス感染症の影響により世帯の主たる生計維持者の収入が減少する
見込みの第一号被保険者に係る介護保険料の減免制度　フローチャート

　世帯の主たる生計維持者が、新型コロナウイルス感染症により死亡または重篤（１か
月以上の治療を要すると認められるなど症状が著しく重い状態）な傷病を負われました
か？

①

②


